




Analysis of current conditions, approaches, and issues 
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withdrawal at the university
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Abstract
Using data on efforts to address academic withdrawal and academic leaves of absence, which 
were provided by the 37 universities participating in the 2011 Japan Student Counseling Conference, 
we analyzed (1) rates of academic withdrawal and academic leaves of absence; (2) the status of both 
current and planned measures related to academic withdrawal and academic leaves of absence; and 
(3) issues to be addressed. Average rates of academic withdrawal, disenrollment, and academic leave 
in participating schools were 2.0%, 2.0%, and 2.2%, respectively. Academic withdrawal rates tended to 
be higher in smaller schools, while larger institutions tended to have higher rates of academic leave. 
Existing approaches were dominated by methods that targeted individual students, such as programs 
incorporating advising by faculty members, and systems for contacting students with multiple absences. 
There were few instances where efforts to address academic leave and withdrawal were implemented 
on a school-wide basis. Many universities have declared their intent to establish school-wide support 
measures in the future. This may be an indication of the need to utilize resources that already exist at 
various levels and locations within the institution, and, through linkages and collaboration, develop an 
integrated network of support. However, creation of school-wide systems of support proves troublesome, 
and it is probably necessary to present universities with  relevant cases backed by concrete data. 
Additionally, although it is known that   a high proportion of students who have taken academic leaves 
of absence, or who have been held back a year,  eventually withdraw from school, few universities have 
school re-entrance support programs. Thus future considerations include educational support at the 
point of school entry, and support for students returning to school after an extended absence.
九 共 大 紀 要
第4巻　第1号
２０１３年９月











































































































学生数 私立 国公立 計
0 ～ 1000 3 3
～ 2000 6 6
～ 3000 3 3
～ 4000 1 2 3
～ 5000 1 1
～ 6000
～ 7000 2 2
～ 8000
～ 9000 1 1
～ 10000 1 1
～ 11000




～ 16000 1 1
計 18 4 22
表２　22大学の退学率・除籍率・休学率（2010年度）
大学 No. 形態 規模 退学 除籍 休学
1 私立 0 ～ 1000 3.0% ― 0.9%
2 私立 0 ～ 1000 4.0% ― 0.9%
3 私立 0 ～ 1000 0.5% ― 1.8%
4 私立 ～ 2000 2.8% 2.2% 1.2%
5 私立 ～ 2000 2.6% ― ―
6 私立 ～ 2000 2.0% ― 0.9%
7 私立 ～ 2000 2.3% 1.3% 1.7%
8 私立 ～ 2000 3.8% ― 5.0%
9 私立 ～ 2000 2.1% 2.5% 2.8%
10 私立 ～ 3000 4.7% ―
11 私立 ～ 3000 1.0% ― 1.0%
12 私立 ～ 3000 3.4% ― ―
13 私立 ～ 4000 4.3% 4.4%
14 国公立 ～ 4000 1.3% ― 2.2%
15 国公立 ～ 4000 1.1% ― 2.1%
16 国公立 ～ 5000 0.5% ― 4.3%
17 私立 ～ 7000 1.9% 1.9% ―
18 私立 ～ 7000 1.6% ― 0.4%
19 私立 ～ 9000 0.8% ― 0.3%
20 私立 ～ 10000 1.4% ― 0.9%
21 私立 ～ 12000 3.3 ～ 3.8％ ― 2.6%
22 国公立 ～ 16000 1.1% ― 6.8%
全体の平均 2.0% 2.0% 2.2%
規模≦ 3000　の平均 2.5% 2.0% 1.8%
















































































































学習（修）サポ トーセンター 等の設置や連携による基礎学力UP支援（1） 予防
履修指導、相談会（1） 対処
入学試験内容の改善（基礎学力の精査）（1） 予防









経済支援 2 （3.5） 独自の奨学金制度、学費減免制度（2） 両方
就職支援 1 （1.8）キャリアデザイン科目の充実・改善（1） 予防
合　計 57 （100.0）
※24校による複数回答であり、述べ数（校）である。
16 藤原　朝洋　他
　まず，挙げられた20項目を支援の種類に分けたと
ころ，修学支援（11項目）32校（56％），全学的支援
（1項目）12校（21％），健康支援（4項目）7校（12％），
生活支援（2項目）3校（5％），経済支援（1項目）2
校（4％），就職支援（1項目）1校（2％）であった．
　次に，予防と対処との観点からの分類を行った．予
防教育的な対策（入学時あるいは入学前からのシステ
ムの整備，相談体制の充実，不調に陥る前の支援に目
を向けた予防的なもの）は，29校（51％），対処教育
的対策（何らかの問題が表面化してから対応するもの）
14校（24.5％），どちらにもなり得る対策（学内連携
システムの構築や独自の奨学金制度，学費減免制度等，
予防にも対処にもなり得ると考えられるもの）は14
校（24.5％）であった．支援の種類別では，修学支援
においては，予防教育的対策が66％であるのに対し，
健康支援では予防教育的対策が86％であった．
　最後に，表４の20項目を具体的に見てみると，全
学的支援としての「学内連携・協働できるシステム作
り」が12校（21.1％）で最も多く，休学者への支援の
充実（休学中のケアや復学支援プログラムの作成等）
が8校（14％），出欠管理システム導入と有効活用が7
校（12.3％）であった．
４．考察
（１）休退学の実態からの考察「データによる大学の
　　　現状把握と支援システムの構築」
　対象となった大学の平均退学率は2.0％で，私学の
全国平均とされる約3％より低い傾向にあった．また
退学率は大学の規模と反比例する傾向が見られた．規
模による休退学の違いについては，規模が小さい大学
はコスト的な問題からシステム的な対応（学生相談室
のスタッフの充実等）が困難であることや，逆に規模
が小さいからこそ少人数ゼミなど個別的な対応が実施
しやすいとの報告もあったが，今回報告されたデータ
からは大学の規模が小さいほど退学率が高い傾向が示
された．休学率が大学の規模と比例する傾向について
は，分科会の中で「退学に至る前の緩衝材」としての
休学と休学からの復学支援の充実が今後の課題とされ，
実際に復学支援を含めた休学関連の取り組みを実施し
ている大学も複数見られた．それらは規模の大きい大
学に多く見られ，それらの取り組みの結果，規模の大
きい大学ほど休学率が高い傾向が見られたのではない
かと思われる．除籍については報告例が少なく，大学
によっては公開していない大学や報告が許可されない
大学も見られた．報告があった4大学の数字からは，
退学率と同程度の除籍率が推測され，大学における除
籍の問題については現状把握のためのデータ収集とそ
の分析が今後の課題となる．
　退学・除籍・休学に関連する報告として，各大学内
でも学部・学科・学年・性別によってその傾向や理由
が異なることが分科会で指摘され，退学理由としては
「学業に意欲がわかない」「授業についていけない」を
理由とした退学が比較的多いことや，近年の傾向とし
ては経済的理由による退学，学費未納による除籍が増
加傾向にあることが複数の大学から報告された．これ
らの報告については，個別の事例でみると，経済的な
理由からアルバイトをする必要があり，その結果「授
業についていけない」ケースや，学業に意欲がわかず
留年した結果，奨学金が止まり「経済的な理由による
退学」となったケースなども推測され，その背景につ
いては個別に精査する必要がある．
（２）休退学に関する対策の現状「個人レベルでの
　　　対応から組織レベルでの対応へ」
　休退学に関する対策の現状としては，多くの大学で
実施されている対策は「個別対応」が主であった．代
表的なものとしては【指導教員制】の実施が挙げられ
る．実施している大学ほど休学率，退学率が高い傾向
がみられたが，休学率，退学率が高い大学ほど積極的
に導入したとも考えることができ，今後は実施されて
いる多くの対策の有効性についても検討が必要である．
指導教員制の導入前後の経年調査による有効性の検討
や有効であるとされる対策との組み合わせ，学内連携
状況等も踏まえた検討，量的な効果に加えた質的な効
果の詳細な調査・検討が必要であると考える．
　また，職員から対応としては個別呼出・連絡・面談
に加え，基礎学力向上のための学習支援を行っている
大学がある．全入時代となり，入学する学生の多様化
が進み，進学の目的・学力・資質のばらつきが指摘さ
れており，大学での学習についていく基礎学力を持た
ないまま入学してくる学生への支援も重要視されてい
ると言える．学生にとって単位取得困難という問題の
影響は大きく，休学や留年による卒業延期は精神的な
負担も大きく，除籍や退学につながりやすくもなる．
　さらに，経済支援，学費未納者への連絡等，経済面
からの学生支援が複数の大学で実施されていることか
ら，経済的な問題も現在の大学が抱える課題の一つで
あるといえる．社会的な背景から各家庭で経済的な問
題を抱えているケースや卒業延期による家庭内での学
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費の不足等多様なケースが想定されるが，これらに対
しては学内で経済的な支援があることで，経済的な理
由を主とした休退学・除籍に対して一定の効果が見込
まれる．ただし，上述の通り，「経済的な理由による
退学」が必ずしも経済的な問題のみで起こるわけでは
ないことを考慮し，他の対策との組み合わせがより効
果的な結果につながると考えられる．
　現在，大学が抱える課題は多様化する傾向にあり，
これらに対応するためには，資金的，人材的にも非常
に困難であると思われる．そして，教員による支援，
学生相談機関による支援，事務部門による支援がそれ
ぞれ独立して学内に点在化している現状がある．分科
会においても「学内に相談窓口が増えるのは良いが，
縦割りで横のつながりがないため，対応が違うことで
学生が混乱する可能性がある」という参加者の意見も
あり，学生支援の体系化，つまり学内の学生支援の資
源を繋ぐ全学的な支援体制作りが課題であるとも言え
る．
（３）今後の休退学対策における課題「入学期からの
　　　予防教育的支援の充実と復学支援」
　鶴田（2010）は，「入学期（入学後1年間）は，学
生が今まで慣れ親しんだ生活から離れ，大学での新し
い生活へと移行する時期である」としている．入学期
の学生にとって，新しい環境にスムーズに適応できる
かどうかは大きな分かれ道となる．各大学における今
後の対策案としては，予防教育的支援が比較的多く，
特に全学生を対象とした初年次からの予防教育的支援
の充実等，高校から大学へのスムーズな移行支援が重
要視される．
　しかし，大学における不適応が起こってしまった場
合には，対処教育的対策が必要となる．その一つとし
て，「休学」しやすい環境整備も有効であると考えら
れる．休学は，大学から程よい距離に心身を置き，自
己を見つめ直し，心身の調子を整えつつ，これからの
自分に必要なことを得たり，考えたりできる有効な手
段となり得るものである．カウンセラー等の学生相談
担当者が学生の不安に寄り添いながら，休学前・休学
中・復学前・復学後に分けて関係機関と連携しながら
適切に援助することによって，学生の休学と復学への
移行をスムーズにし，修学への再挑戦は可能となる．
　一般的に休学は，人生から脱線してしまうようなマ
イナスイメージが強く，内田（2008）の調査でも，「自
殺のリスクが最も高いのは休学・留年歴のある学生で
ある」とリスクの高さが指摘されている．しかし今回
の結果からは復学支援を行っている学校数は25校中4
校に留まっている．復学者は修学に対する大きな不安
を抱えているため，教職員と学生や保護者との連携は
不可欠であると考える．一部の大学では，復学者及び
学業不振な学生を対象に，学期開始前に教員と事務，
カウンセラー等が一緒に面談を行っており，復学前に
面談をすることで，学生のニーズに応じた適切な支援
が可能となる．その結果，学生の修学継続に繋がるケ
ースも少しずつ増えている．復学届による事務的な手
続きだけでなく，復学者の修学のサポートを心的ケア
と一緒に丁寧に行うことが求められている．職員，教
員，カウンセラーとの連携による「ネットワーク型学
生支援体制」（渡邊ら，2011）のような復学者にとっ
て侵襲度が少なく，負担のかかりにくい教育環境の中
で少しずつ自信をつけることができるような受け入れ
態勢を整えることが有効であると考えられる．
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